
障害者自立支援法について

資料４

社会保障審議会
障害者部会（第31回）

平成20年4月23日



1

措置制度から支援費制度へ（平成１５年度）措置制度から支援費制度へ（平成１５年度）

支援費制度の意義

多様化・増大化する障害福祉ニーズへの対応
利用者の立場に立った制度構築

措置制度（～Ｈ１４）

行政

事業者
障害者

事業者を特定
サービス内容
を決定

行政からの受託者と
してのサービス提供

行政

事業者 障害者
事業者を選択

契約による
サービス提供

支給申請

支給決定

支援費制度（Ｈ１５～）

＜措置制度＞
行政がサービス内容を決定
行政が事業者を特定
事業者が行政からの受託者
としてサービス提供

＜支援費制度＞
障害者の自己決定を尊重
（サービス利用意向）
事業者と利用者が対等
契約によるサービス利用報酬支払
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～障害のある人が普通に暮らせる地域社会づくり～

地域社会

入所施設（通所機能つき）

たとえば空き教室等
を利用したNPO等が
運営する小規模な通
所型の事業所グループホーム

自宅・アパート

訪問介護等

通 所

一般企業等

就 労

通 所

通 所

地 域 生 活

自立と共生の地域社会づくり

• 障害者が自立して普通に暮らせるまちづくり

• 地域に住む人が、障害の有無、老若男女を問わず、自
然に交わり、支え合うまちづくり
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「障害者自立支援法」のポイント「障害者自立支援法」のポイント

障害者施策を３障害一元化障害者施策を３障害一元化

就労支援の抜本的強化就労支援の抜本的強化

安定的な財源の確保安定的な財源の確保

・養護学校卒業者の５５％は福祉施設に入所

・就労を理由とする施設退所者はわずか１％

・新規利用者は急増する見込み

・不確実な国の費用負担の仕組み

利用者本位のサービス体系に再編利用者本位のサービス体系に再編

・ 障害種別ごとに複雑な施設・事業体系

・ 入所期間の長期化などにより、本来の施設目
的と利用者の実態とが乖離

自
立
と
共
生
の
社
会
を
実
現

障
害
者
が
地
域
で
暮
ら
せ
る
社
会
に

支給決定の透明化、明確化支給決定の透明化、明確化

・全国共通の利用ルール（支援の必要度を判定

する客観的基準）がない

・支給決定のプロセスが不透明

法律による改革

現状

現状

現状

現状

・ ３障害（身体、知的、精神）ばらばらの制度体

系（精神障害者は支援費制度の対象外）

・実施主体は都道府県、市町村に二分化

現状
○３障害の制度格差を解消し、精神障害者を対象に

○市町村に実施主体を一元化し、都道府県はこれをバッ
クアップ

○３３種類に分かれた施設体系を６つの事業に再編。
あわせて、「地域生活支援」「就労支援」のための事業や
重度の障害者を対象としたサービスを創設

○規制緩和を進め既存の社会資源を活用

○新たな就労支援事業を創設
○雇用施策との連携を強化

○支援の必要度に関する客観的な尺度（障害程度区分）
を導入

○審査会の意見聴取など支給決定プロセスを透明化

○国の費用負担の責任を強化（費用の１／２を負担）
○利用者も応分の費用を負担し、皆で支える仕組みに
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○ 障害者の状態やニーズに応じた適切な支援が効率的に行われるよう、障害種別ごとに分立した
３３種類の既存施設・事業体系を、６つの日中活動に再編。

・ 「地域生活支援」、「就労支援」といった新たな課題に対応するため、新しい事業を制度化。

・ ２４時間を通じた施設での生活から、地域と交わる暮らしへ（日中活動の場と生活の場の分離。）。

・ 入所期間の長期化など、本来の施設機能と利用者の実態の乖離を解消。このため、１人１人の利用者に対し、身

近なところで効果的・効率的にサービスを提供できる仕組みを構築。

○ 障害者の状態やニーズに応じた適切な支援が効率的に行われるよう、障害種別ごとに分立した
３３種類の既存施設・事業体系を、６つの日中活動に再編。

・ 「地域生活支援」、「就労支援」といった新たな課題に対応するため、新しい事業を制度化。

・ ２４時間を通じた施設での生活から、地域と交わる暮らしへ（日中活動の場と生活の場の分離。）。

・ 入所期間の長期化など、本来の施設機能と利用者の実態の乖離を解消。このため、１人１人の利用者に対し、身

近なところで効果的・効率的にサービスを提供できる仕組みを構築。

① 療養介護

⑤ 就労継続支援
（ Ａ型＝雇用型、Ｂ型 ）

④ 就労移行支援

② 生活介護

③ 自立訓練

（ 福祉型 ）

（ 医療型 ）

※ 医療施設で実施。

以下から一又は複数の事業を選択

身 体 障 害 者 療 護 施 設

更 生 施 設 （ 身 体 ・ 知 的 ）

＜現 行＞ ＜見直し後＞

居住支援日中活動

授 産 施 設 （ 身 体 ・ 知 的 ・ 精 神 ）

施設への入所

又は

居住支援サービス

（ケアホーム、グループホーム、

福祉ホーム）精 神 障 害 者 生 活 訓 練 施 設

小規模通所授産施設（身体･知的･精神）

福 祉 工 場 （ 身 体 ・ 知 的 ・ 精 神 ）

障 害 者 デ イ サ ー ビ ス

新
体
系
へ
移
行
（
※
）

新
体
系
へ
移
行
（
※
）

精神障害者地域生活支援センター

（ デ イ サ ー ビ ス 部 分 ）

重 症 心 身 障 害 児 施 設

（ 年 齢 超 過 児 ）

進行性筋萎縮症療養等給付事業

（ 機能訓練・生活訓練 ）

⑥ 地域活動支援センター

【訓練等給付】

【介護給付】

【地域生活支援事業】

※ 概ね５年程度の経過措置期間内に移行。

利用者本位のサービス体系へ再編利用者本位のサービス体系へ再編
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親元から自立して１人で
暮らしてみたい・・・

働いてもっと高い賃金を
もらいたい・・・

通所
報
酬
の
月
払
い

報
酬
の
月
払
い

【通所施設】

※ サービス利用に関係
なく１ヶ月分の報酬の
支払い

【他の通所施設】×

（利用者のニーズ）

これまで

利用者の方々のニーズに応じて、色々なサービスを組み合わせて利用することが可能に。利用者の方々のニーズに応じて、色々なサービスを組み合わせて利用することが可能に。利用者の方々のニーズに応じて、色々なサービスを組み合わせて利用することが可能に。

障害者自立支援法障害者自立支援法

報
酬
の
日
払
い

報
酬
の
日
払
い

【自立訓練（機能訓練）】

【就労移行支援】

親元から自立して
暮らすための訓練

一般就労をする
ための訓練

（利用者のニーズ） （火・木は・・・）

（月・水・金は・・・）

サービスを選択！サービスを選択！

※ 日ごとのサービス利用
に応じた報酬の支払い

日によってサービスの日によってサービスの
使い分けが可能に！！使い分けが可能に！！

※ 日ごとのサービス利用
に応じた報酬の支払い

選べるサービス
は１つだけ

必ずしも自分の希望に沿ったサービスが選択できない場合も・・・ ×

報酬の日払い方式の考え方報酬の日払い方式の考え方

○ 事業者は、利用者から選ばれる対象となり、利用者本意のサービスが促進される。

○ 事業者にとっても、質の高いサービスを提供し、利用者を増やせば、その努力に応じた報酬が支払われることとなる。

○○ 事業者は、利用者から選ばれる対象となり、利用者本意のサービスが促進される。事業者は、利用者から選ばれる対象となり、利用者本意のサービスが促進される。

○○ 事業者にとっても、質の高いサービスを提供し、利用者を増やせば、その努力に応じた報酬が支払われることとなる。事業者にとっても、質の高いサービスを提供し、利用者を増やせば、その努力に応じた報酬が支払われることとなる。
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新しい訪問系サービス

○ 新たに精神障害を個別に支給決定する仕組みに改めるとともに、「障害程度区分」の導入に合わせ、障害の状
態やニーズに応じた支援が適切に行われるよう、訪問系サービスを再編する。

○ 人員・運営基準や報酬基準については、短時間の集中的な利用と長時間の滞在による利用といったサービス
利用の実態に適した内容とするとともに、著しく重度の障害者について配慮する。

○ 国庫負担基準については、サービスの地域格差が大きい中で、限られた国費を公平に配分する観点から、市
町村の給付実績等を踏まえつつ、サービスの種類ごとに、障害程度区分に応じて設定する。

居宅介護

・身体介護
・家事援助
・日常生活支援
・行動援護
・移動介護

【支援費】

居宅介護

・身体介護
・家事援助
・移動支援

【精神障害者居宅生活支援事業】

居宅介護

・身体介護
・家事援助

行動援護

重度訪問介護

重度障害者等包括支援

移動支援事業

生活サポート事業

【自立支援給付】

【地域生活支援事業】

人員基準
○サービス利用
実態に適した内
容
○著しく重度の障
害者への配慮

国庫負担基準
○限られた国費の
公平な配分

○障害程度区分
ごとに設定
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障害者自立支援法の障害程度区分について

「障害程度区分」とは、支援サービスの必要度
（必要時間）を表す６段階の区分

非該当

区分１

区分２

区分３

区分６

区分４

区分５

必要度 高い

必要度 低い

支援費制度施行後、給付費が大幅に増大

したが、全国共通の利用ルールがなく、支

給決定プロセスが不透明

支援費制度

○支援の必要度を計る客観的な尺度（障害程
度区分）を導入

○審査会の意見聴取など支給決定プロセスを
透明化

障害者自立支援法
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介護保険の要介護認定基準（79の調査項目）に、より障害特性を踏まえるよう、27項目の調査

項目を追加して、試行事業を実施。 → 現状に照らして妥当な結果が得られたことから、結果を
分析し、コンピュータにより適切な評価が可能であることが科学的に検証された項目については
一次判定に盛り込み、コンピュータ判定では適切な評価が困難な項目については二次判定で総
合的に評価する仕組みに。

医師意見書

非該当

区分１

区分２

区分３

区分６

区分４

区分５

特記事項

精神面等に関する
1 1 項 目

（話がまとまらないなど ）

行動障害に関する

9項目（多動やこだわり等）

コンピュータ判定 審査会での総合判定

介 護 保 険 の 7 9 項 目

（要介護認定のロジック）

（移動・排せつ等日常生活行為等に
関する項目）

応用日常生活動作に関
する7項目（調理・買い物等）

障害程度区分認定の仕組み

（一次判定） （二次判定）

試行事業に基づき追加
したロジック

※「ロジック」とは、一定の条件を
満たせば一定の結果が導かれる
条件式のこと
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○○ 無理のない形で利用者負担をお願いし、無理のない形で利用者負担をお願いし、国や都道府県のホームヘル国や都道府県のホームヘル
プサービスに係る負担を義務的経費化プサービスに係る負担を義務的経費化し、財政基盤を強化します。このし、財政基盤を強化します。この
ことにより、より多くの方に障害サービスを提供することができます。ことにより、より多くの方に障害サービスを提供することができます。

財政基盤の強化

障害のある人もない障害のある人もない
人も地域の一員とし人も地域の一員とし
て暮らす地域社会像て暮らす地域社会像
の実現をの実現を

サービス
の充実

義務的経費

利用者の
応分の支払

裁量的経費

（公費の負担）

国・都道府県は
『負担する。』

利用者の
応分の支払

（公費の補助）
国・都道府県は
『補助する。』

自立と支え合い自立と支え合い

（国１／２、都道府県・市町村各１／４）
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（１） 一般：市町村民税課税世帯

（２） 低所得２：市町村民税非課税世帯（（３）を除く）

（３） 低所得１：市町村民税非課税世帯であって、利用者本人（障害児の場合はその保護者）の年収が８０万円以下の方

（４） 生活保護：生活保護世帯

所得段階に応じた負担限度額の設定所得段階に応じた負担限度額の設定

① 定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて１月当たりの負担限度額を設定（介護保険並び）
② 「特別対策」による負担軽減 （①の限度額を１／４に軽減。平成２０年度まで。）
③ 今回の緊急措置 （②の限度額を更に軽減。平成２１年度以降も実質的に継続。）

① 定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて１月当たりの負担限度額を設定（介護保険並び）
② 「特別対策」による負担軽減 （①の限度額を１／４に軽減。平成２０年度まで。）
③ 今回の緊急措置 （②の限度額を更に軽減。平成２１年度以降も実質的に継続。）

サービス量

負
担
額

＜介護保険並び＞

定率負担（１割）
（サービス量に応じ）

①

一 般

３７，２００円

低所得２
２４，６００円

生活保護
０円

低所得１
１５，０００円

低所得２（※）
６，１５０円

（通所は3,750円）

生活保護
０円

低所得１（※）
３，７５０円

＜特別対策＞
②

一般（※）
（所得割１６万円未満）

９，３００円

一般
３７，２００円

月額負担上限
（所得に応じ）

（※）資産要件有り

（居宅・通所サービスの場合）

低所得２（※）
３，０００円

（通所は1,500円）

生活保護
０円

低所得１（※）
１，５００円

＜緊急措置＞
③

一般（※）
（所得割１６万円未満）

９，３００円

一般
３７，２００円

所得段階区分の個人（基本）単位化

障害者
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（１） 一般：市町村民税課税世帯

（２） 低所得２：市町村民税非課税世帯（（３）を除く）

（３） 低所得１：市町村民税非課税世帯であって、利用者本人（障害児の場合はその保護者）の年収が８０万円以下の方

（４） 生活保護：生活保護世帯

所得段階に応じた負担限度額の設定所得段階に応じた負担限度額の設定

① 定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて１月当たりの負担限度額を設定（介護保険並び）
② 「特別対策」による負担軽減 （①の限度額を１／４に軽減。平成２０年度まで。）

③ 今回の緊急措置
（対象世帯の拡大とともに②の限度額を更に軽減。平成２１年度以降も実質的に継続。）

① 定率負担が過大なものとならないよう、所得に応じて１月当たりの負担限度額を設定（介護保険並び）
② 「特別対策」による負担軽減 （①の限度額を１／４に軽減。平成２０年度まで。）

③ 今回の緊急措置
（対象世帯の拡大とともに②の限度額を更に軽減。平成２１年度以降も実質的に継続。）

サービス量

負
担
額

＜介護保険並び＞

定率負担（１割）
（サービス量に応じ）

①

一 般

３７，２００円

低所得２
２４，６００円

生活保護
０円

低所得１
１５，０００円

低所得２（※）
６，１５０円

（通所は3,750円）

生活保護
０円

低所得１（※）
３，７５０円

＜特別対策＞
②

一般（※）
（所得割１６万円未満）

９，３００円

一般
３７，２００円

月額負担上限
（所得に応じ）

（※）資産要件有り

低所得２（※）
３，０００円

（通所は1,500円）

生活保護
０円

低所得１（※）
１，５００円

＜緊急措置＞
③

一般
３７，２００円

一般（※）
（所得割２８万円未満）

４，６００円

（居宅・通所サービスの場合）
障害児
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※ 平成２０年度予算〔緊急措置（２０年７月施行）〕ベースを満年度したもの。

平均的な利用者負担率（平成２０年度：緊急措置実施後） 

○ 障害者自立支援法の利用者負担は、最大１割であるが、 

  緊急措置後の平均的な利用者負担率は、概ね３％程度となっている。 

 

  居宅サービス   平均約２％ （約１８万人） 

  通所サービス   平均約１％ （約１８万人） 

  入所サービス   平均約５％ （約１４万人） 
 

   計（全体）   平均約３％ 
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→ 負担感の大きい通所・在宅、障害児世帯を中心とした対策を実施

・通所・在宅 1割負担の上限額の引下げ（１／２ → １／４）
軽減対象の拡大（収入ベースで概ね６００万円まで）

※障害児については通所・在宅のみならず入所にも対象拡大を実施
・入所 工賃控除の徹底（年間２８．８万円まで全額控除）

→ 日割り化に伴い減収している通所事業者を中心とした対策を実施

・旧体系 従前額保障の引上げ（８０％ → ９０％）
※旧体系から新体系へ移行する場合についても９０％保障の創設

・通所事業者 送迎サービスに対する助成

→ 直ちには移行できない事業者の支援と法施行に伴う緊急的な支援

・小規模作業所等に対する助成
・移行への改修等経費、グループホーム借上げのための初度経費の助成
・制度改正に伴うかかり増し経費への対応、広報・普及啓発 等

特別対策の概要（３年間で国費１，２００億円）

１．利用者負担の更なる軽減１．利用者負担の更なる軽減

３．新法への移行等のための緊急的な経過措置

２．事業者に対する激変緩和措置

（平成１９年度当初、２０年度当初：計２４０億円）

（１８年度補正：３００億円）

（１８年度補正：６６０億円）
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障害者自立支援法の抜本的見直しに向けた緊急措置

障害者自立支援法の抜本的な見直しに向けて、当事者や事業者の置かれて
いる状況を踏まえ、特に必要な事項について緊急措置を講ずる。

「特別対策」で造成した基金の活用を含め満年度ベースで３１０億円 ＊
【平成２０年度予算案】 １３０億円

① 利用者負担の見直し（２０年７月～） ７０億円
（満年度ベースで１００億円）＊

・低所得世帯を中心とした利用者負担の軽減【障害者・障害児】
負担上限月額を現行の半額程度に引下げ

・軽減対象となる課税世帯の範囲の拡大【障害児】
年収約６００万円未満 → 約８９０万円未満（３人世帯の場合)

・個人単位を基本とした所得段階区分への見直し【障害者】

② 事業者の経営基盤の強化（２０年４月～） ３０億円
（「特別対策」の基金の活用を含め１８０億円）＊

・通所サービスに係る単価の引上げ
・入所サービスにおける入院・外泊時支援の拡充 等
・ほかに基金事業の活用（１５０億円）

就労継続、重度障害者への対応（ケアホーム等）、児童デイサービス、相談支援等の事業、諸物価の高騰等への対応
について支援措置を実施

③ グループホーム等の整備促進（２０年度～） ３０億円 ＊
・グループホーム等の施設整備に対する助成
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障害者の「働く場」に対する発注促進税制の創設※国会で審議中

○ 障害者の「働く場」に対する発注額を前年度より増加させた発注額を前年度より増加させた企業につ
いて、企業が有する減価償却資産の割増償却減価償却資産の割増償却を認める。（法人税等の軽減）

・ 減価償却資産は、事業に使用されているもののうち、現事業年度を含む過去３事業年度以内に取得したものが
対象。 （例：建物・冷暖房設備、照明設備、機械、車両、備品など「１年以上の長期保有資産」※詳細は別紙）

【概 要】

○ 青色申告者である全ての法人又は個人事業主全ての法人又は個人事業主が対象。
【税制優遇対象者】

○ ５年間５年間（平成20年４月１日～平成25年３月31日）の時限措置
【適用期間】

○ 割増しして償却される限度額は前年度からの発注増加額前年度からの発注増加額（※）

→ 前年度に発注が無い場合は、当該年度の「発注額」がそのまま「発注増加額」となる。

（※）ただし、対象となる固定資産の普通償却限度額の30％を限度する。

【割増償却額】

・就労移行支援事業所 ・就労継続支援事業所（Ａ型・Ｂ型） ・生活介護事業所
・障害者支援施設（生活介護、就労移行支援又は就労継続支援を行う施設）・地域活動支援センター
・旧授産施設（身体・知的・精神） ・旧福祉工場（身体・知的・精神）
・障害者雇用促進法の特例子会社、重度障害者多数雇用事業所

【対象となる発注先】 ※税制優遇の対象となる障害者の「働く場」（予定）
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授産施設等 企業発注額が増加した場合

減価償却資産

現事業年度を含む３事業年度以内
に取得したものが対象

償却限度額＝

【具体例】

・減価償却資産が1,000万円（償却期間10年、定額法）
・発注増加額が20万円の場合

普通償却限度額(①)

100万円（1,000万円×１０％）

償却限度額(①＋②)

120万円
発注増加額(②)

20万円（※）

就労継続支援事業所
特例子会社
重度障害者多数雇用事業所

等

障害者の「働く場」への発注促進税制（イメージ）

割増償却

※ 対象となる固定資産の普通償却限度額の３０％
を限度とする。

普通償却限度額普通償却限度額
＋

前年度からの発注増加額前年度からの発注増加額（（※※））

＝ ＋

※障害者の「働く場」

※ 発注増加額が５０万円の場合、減価償却資産の普通
償却限度額（１００万円）の３０％（３０万円）が限度となる。
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